（Ｈ25年9月）

· ブラック企業の根絶に向けて厚生労働省が取り組みを強化しました
若者に過酷な労働を強いて使い捨てにする、いわゆる「ブラック企業」対策として、厚生労働省は「若者の使い捨てが疑われる企業」約4,000社を対象に、９月を集中月間として立ち入り調査をスタートさせました。そもそも「ブラック企業」には明確な定義はありませんが、一般的に多数の新入社員を正社員として採用し、大した教育もせずに残業を含めた長時間労働を強い、残業代は当然のことながらほとんど支払わず、成果が上がらないとパワハラ（執拗な人格攻撃）を行い、心身の不調を訴えると解雇するなどして使い捨てにする企業を指します。調査対象は、離職率が極端に高い企業、サービス残業や賃金未払いの相談が労働基準監督署に寄せられている企業などとしています。ちなみに、初日の9月1日に実施した無料電話相談には1,042件もの相談が寄せられ、内容的には「残業代の不払い」556件、「長時間・過重労働」414件、「パワハラ」163件となっています。（複数にまたがる相談内容あり）また、業種別で確認できた範囲では「製造業」213件、「小売・卸売業」207件、派遣業などの「その他」108件という結果になっています。
今回、厚生労働省が調査対象として把握した約4,000社という数字の多さに正直驚きましたが、ブラックの定義自体が明確ではありませんので、隠れブラックやグレー企業を含めると相当な数になるものと推測されます。そうだとすると、ブラック企業を1社1社しらみつぶしに回ることももちろん大切ですが、被害者を出さないという観点で考えれば、若者に「会社を見極める目」を養ってもらうことの方がより重要と考えられます。
参考までに、ある専門家はブラック企業の見抜き方を以下のとおり伝授しています。

求人広告から見抜く方法：
· 求人広告を常に掲載している（離職率が高いため）

· 社員数に対して求人数が多い（　　　〃　　　　）

· ハードルの低さが強調されている（頑張れば誰でもできる仕事）

· 給与が異常に高い（歩合給のウエイトが高い、残業込み）

· 仕事内容がカタカナ語（デベロッパー、サービスアドバイザー等）
ウェブサイトで見抜く方法：

· ホームページが稚拙である（余計なところにお金をかけない）

· 良い社風だけが強調されている（アットホームな雰囲気、ノルマなし等）
· ネット上で「ブラック」の噂がたっている

会社の人事担当者から見抜く方法：

· 応募者への配慮が足りない（どうせ辞めていく人間と思っている）

· 面接回数が少ない、時間が短い（頭数さえ揃えば誰でもよいと思っている）
· 事業や事業内容の説明が曖昧（細かく説明するとボロが出る）

厚生労働省もブラック企業の特定が難しい現状を考慮して
発想を転換させ、若者が働きやすい「ホワイト企業」の情報提供を今年の4月からスタートさせました。過去3年分の採用実績と定着状況、所定外労働時間や有休取得実績を開示した企業を「若者応援企業」として都道府県労働局のホームページ上で紹介しているのがそれです。国からのお墨付きがないと安心して働けないとは何とも情けない話ですが、企業の側も良い人材を獲得するには積極的に自社の経営情報を開示しなければならない時代が到来したと認識する必要があります。（工藤克己）
